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子どもの居場所等連携体制構築業務委託 

企画提案競技実施要領 

 

１ 業務の目的 

宮崎県内の子どもや子育て家庭、生活困窮者（以下「子ども等」という。）が社会

的孤立に陥らないよう、子ども等に対する支援活動の更なる活性化と県内全域への資

源の分配を目指し設置する「宮崎県子どもの居場所等支援センター」において、企業

や個人から受け入れた食品等を貯蔵・管理し、必要とする団体に無償で提供するフー

ドバンク事業の実施により、食品等物資の循環の仕組みを作るとともに、県内全域に

おける協力体制を構築することで支援団体の活動の持続化を図り、もって生活困窮世

帯の生活の維持・安定につなげることを目的とする。 

  

２ 委託内容 

  別添「子どもの居場所等連携体制構築業務委託仕様書」（以下「仕様書」という。）

のとおり。 

 

３ 委託期間 

  令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで 

 

４ 予算上限額 

７，４６７千円以内（消費税及び地方消費税額含む。） 

※ この金額は、本業務の調達における提案価格の上限額であり、契約時の予定価

格を示すものではない。 

※ 業務の実施に係る全ての経費を含む。 

※ 委託料は、概算払により、令和６年４月及び１０月の２回に分けて支払うもの

とする。 

※ 本件企画提案競技は、宮崎県の令和６年度当初予算が議決となり、令和６年４

月１日以降に予算の執行が可能となったときに効力が生じる。 

 

５ 対象経費 

    本業務の対象経費は、次のとおりとする 

  給料、職員手当等、共済費、報酬、報償費、旅費、賃金、需用費（消耗品費、燃料 

費、会議費、印刷製本費、光熱水費、修繕料）、役務費（通信運搬費、手数料、保険 

料）、委託料、使用料及び賃借料、備品購入費、負担金 

 

６ 業務の処理 

（１） 受託者は、業務の内容及び範囲について、県（発注者）と十分打合せを行い業

務の目的を達すること。 

（２） 受託者は、業務の進捗状況に関して、随時、県へ報告し、その内容について、

承認又は指示を受けること。 
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７ 応募資格 

宮崎県内に本店、支店、営業所又はこれらに類する事業拠点を有する法人等であっ

て、次の要件を全て満たすものとする。 

（１） 社会福祉法人、一般社団法人、一般財団法人又は特定非営利活動法人その他の

県が適当と認める民間団体であること。 

（２） 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当し

ない者であること。 

（３） 企画提案書等の提出時点において県から指名停止の措置を受けていないこと。 

（４） 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更正手続開始の申立て、民

事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の申立て又は破産

法（平成１６年法律第７５号）に基づく破産手続開始の申立てがなされていない

者であること。 

（５） 県税（地方消費税を除く。）に未納がないこと。 

（６） 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）でないこと、又は、

暴力団若しくは暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいい、暴力団

の構成団体構成員を含む。）の統制下にある法人でないこと。 

 

８ スケジュール 

（１） 実施公告           令和６年２月１９日（月） 

（２） 質問票受付期限        令和６年３月 １日（金） 

（３） 参加申込期限         令和６年３月 ６日（水） 

（４） 企画提案書等提出期限         令和６年３月１５日（金） 

（５） 審査結果通知         令和６年３月下旬予定 

 

９ 企画提案競技について 

（１） 質問票（別紙１）の提出 

   ア 提出期限：令和６年３月１日（金）午後５時（必着） 

    イ 提出先 ：本要領「10 問合せ及び書類提出先」宛 

   ウ 提出方法：質問票に必要事項を記入の上、ＦＡＸ又は電子メールで提出するこ

と。 

エ  回答  ：回答は、原則として質問受付日から３日以内（土日・祝日は除く。）

に質問者へ電子メールで送付する。また、必要があれば、参加申込

書の全員に電子メールで送付することとする。 

 

（２） 参加申込書（別紙２）の提出 

   ア 提出期限：令和６年３月６日（水）午後５時（必着） 

    イ 提出先 ：本要領「10 問合せ及び書類提出先」宛 

   ウ 提出方法：企画提案競技参加申込書に必要事項を記入の上、ＦＡＸ又は電子メ

ールで提出すること。 
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（３） 企画書等の提出 

 ア 提出書類及び部数 

①  企画提案書：５部（正本１部、副本４部） 

     様式は任意であるが、Ａ４版とし、別添の仕様書及び審査基準書に従って作 

成すること。 

     なお、提案は、１者１案とする。 

   ② 企画提案競技参加団体の概要：１部  

    下記の内容を記載し、Ａ４版にまとめること。 

   （ｱ）参加者の基本情報（名称、所在地、代表者名） 

    (ｲ）担当者（職氏名、連絡先（電話、ＦＡＸ、電子メール）） 

    ③ 誓約書（別紙３）：１部 

   ④ 見積書（別紙４）：１部 

   ⑤ 定款又はこれに代わるものの写し：１部 

   ⑥ 法人の登記事項証明書（３か月以内に発行されたもの）：原本１部 

   ⑦ 県税の納税証明書（過去１年分の未納がないことの証明書）：原本１部 

   ⑧ その他の書類（任意）：各１部 

    （ｱ）法人概要や事業の実施に関して参考となる資料：１部 

   （ｲ）類似業務の履行実績（直近２年以内）：１部 

   イ 提出期限：令和６年３月１５日（金）午後５時まで（必着） 

ウ 提出先 ：本要領「10 問合せ及び書類提出先」宛 

  エ 提出方法：持参又は郵送（郵送の場合は、書留郵便又はそれと同等の手段によ 

         り提出すること。） 

 

（４） 審査方法 

    書類審査による「企画提案競技方式」とし、提出された企画提案書から最も優

れた提案を選定する。 

なお、参加者が１者の場合、審査の結果総合計点 240 点以上（60 点×４名）で 

   あれば、委託業者として決定する。 

 

（５） 審査基準 

    審査は別に定める審査要領に基づき行うこととし、業務実施方針、事業の企画 

   ・運営、スケジュール、事務処理方針、事業経費の計５項目を審査項目（詳細は 

   「子どもの居場所等連携体制構築業務委託 審査基準書」のとおり）とする。 

 

（６） 審査結果の通知 

    令和６年３月下旬に受託者を決定し参加者に通知する（予定）。 

 

（７） 契約の締結等 

  ア  上記（４）の審査により選定された最も優れた提案を行った提案者と本委託業

務の契約の手続きを行う。 

  イ 契約については、地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号の規定（性質
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又は目的が競争入札に適しないものをするとき）により、予算の範囲内で随意契

約を行うものとする。 

  ウ 契約保証金については、宮崎県財務規則（昭和３９年宮崎県規則第２号）第

１０１条の規定による。 

エ 契約結果（契約案件名、契約の相手となった者の名称、得点、参加者数）につ 

いては公表する。 

 

（８） 提案の効力 

 次のいずれかに該当するときは、その者の提案は無効とする。 

  ア 提案に参加する資格のない者が提案したとき 

   イ 所定の期限及び場所に提案書を提出しないとき 

  ウ 同一人が二件以上の提案をしたとき 

  エ 提案に関してその他不正の行為があったとき 

  オ その他、指示した事項及び企画提案競技に関する条件に違反したとき 

 

（９）  著作権 

  ア 今回作成する著作物の一切の著作権については、県に帰属するものとし、県で

別途発注する印刷物等（他業者が作成する場合を含む。）において使用できるも

のとする。 

  イ 企画提案書の著作権は、提案者に帰属する。 

 

（10）  その他 

  ア 提出された企画提案書等は返却しない。 

    なお、県は提出された書類について、本企画提案競技以外の目的で提案者に無

断で使用しない。 

  イ 企画提案に要する一切の経費は、提案者負担とする。 

  ウ 著作権法等の法令を遵守することとし、企画提案書の記載が、法令に基づいて

保護されている第三者の権利の対象となっているものを使用した結果生じた責

任は、提案者が負うこととする。  

エ 選定結果の異議申立ては認められない。 

 

10 問合せ及び書類提出先 

   〒880-8501 宮崎県宮崎市橘通東２丁目１０－１ 

         宮崎県福祉保健部 福祉保健課 保護担当 比惠島 

         電    話 ０９８５－２６－７０７５ 

         Ｆ  Ａ  Ｘ ０９８５－２６－７３２６ 

         電 子 メ ー ル fukushihoken@pref.miyazaki.lg.jp 


